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財団法人鹿児島県環境整備公社（以下「甲」という。），鹿児島県（以下「乙」とい

う。）及び薩摩川内市（以下「丙」という。）は，甲が薩摩川内市川永野地区に設置す

る産業廃棄物管理型最終処分場（以下「管理型処分場」という。）の建設及び管理型処

分場が廃止されるまでの間の運営（以下「建設及び運営」という。）に関し，次のとお

り産業廃棄物管理型最終処分場に係る環境保全協定（以下「協定」という。）を締結す

る。 

 

 

（目的） 

第１条 この協定は，管理型処分場の建設及び運営に関して必要な措置を講じ，周辺

地域の住民の安全の確保及び生活環境の保全を図ることを目的とする。 

 

（基本的事項） 

第２条 甲は，埋立地（産業廃棄物の埋立容量６０万立方メートル），覆蓋施設，遮水

工，浸出水処理施設，集排水施設，管理施設及びその他の施設からなる管理型処分

場を整備するものとする。 

２ 甲は，周辺地域の住民の安全の確保及び生活環境の保全を最優先に管理型処分場

を建設及び運営するため，廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）その他の関係法規を遵守するものとする。 

３ 乙は，管理型処分場の建設及び運営について，責任を持って甲に対し指導，助言，

その他必要な支援を行うとともに，最終的な責任を負うものとする。 

４ 丙は，周辺地域の住民の安全の確保及び生活環境の保全を図るため，この協定で

定める措置の実施状況の確認を行うものとする。 

 

（産業廃棄物の種類等） 

第３条 管理型処分場に搬入できる産業廃棄物の種類は，別表１のとおりとする。 

２ 搬入する産業廃棄物は，原則として鹿児島県内で発生したものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず，災害等緊急やむを得ない場合は，事前に乙及び丙と

協議して定めるものとする。 
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（埋立期間） 

第４条 甲が，産業廃棄物の埋立を行うことができる期間（以下「埋立期間」という。）

は，埋立開始の日から１５年間とするものとする。 

２ 甲は，前項の埋立期間を変更するときは，あらかじめ乙及び丙と協議するものと

する。 

 

（搬入日及び搬入時間） 

第５条 産業廃棄物の管理型処分場への搬入日は，日曜日，土曜日，国民の祝日に関

する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日，１月２日，１月３日及び

１２月２９日から１２月３１日までの日を除くものとする。 

２ 前項の各日における搬入時間は午前９時から午後４時までとするものとする。 

３ 災害等やむを得ない事情により，搬入日及び搬入時間を変更する必要が生じた場

合は，乙及び丙と協議するものとする。 

 

（経路） 

第６条 管理型処分場の工事用車両の経路は，別紙１に定めるものとする。 

２ 産業廃棄物の運搬車両の経路は，別紙２に定める国道３号隈之城バイパスの木場

茶屋交差点を出入り口としたものとする。 

３ 災害等やむを得ない事情により，別紙１又は別紙２と異なる経路を定める必要が

生じた場合は，乙及び丙と協議するものとする。 

 

（環境保全対策等） 

第７条 甲は，管理型処分場の建設及び運営に当たって，甲，乙並びに川永野自治会，

木場茶屋自治会，百次大原野自治会及び東大谷自治会（以下「関係自治会」という。）

との間で締結した「産業廃棄物管理型最終処分場に係る基本協定書」及び「産業廃

棄物管理型最終処分場に係る環境保全協定書」に基づき，適切な措置を講じるもの

とする。 

２ 甲は，別表２に掲げる調査項目について，同表に掲げる調査地点において環境モ

ニタリングを実施し，その結果を公表するものとする。 

３ 甲は，管理型処分場において発生する浸出水については，河川に放流せず，浸出

水処理施設で処理した後，管理型処分場内で循環利用するものとする。 

 

（埋立終了後の維持管理） 

第８条 甲は，産業廃棄物の埋立の終了に当たっては，事前に乙及び丙に報告するも

のとし，埋立の終了後は，乙から管理型処分場の廃止確認を受けるまでの間は，適

正に管理型処分場の維持管理を行うものとする。 



（定期報告） 

第９条 甲は，搬入実績及び別表２に掲げる各種のモニタリング結果について，毎月

乙及び丙に報告するものとする。 

 

（異常時の対応） 

第１０条 甲は，管理型処分場で周辺地域の生活環境に影響を及ぼすおそれのある故

障又は事故が発生した場合には，直ちに搬入を停止し，適切な措置を講じるととも

に，その状況を速やかに乙及び丙に報告するものとする。 

２ 甲は，事故等の原因を究明し，再発防止のための措置を講じた後でなければ産業

廃棄物の搬入を再開してはならないものとする。 

 

 （連絡調整） 

第１１条 甲，乙及び丙は，周辺地域の住民の安全の確保及び生活環境の保全に関す

る事項に関し連絡調整を行うための協議の場を設置するものとする。 

 

（報告，立入り） 

第１２条 丙は，管理型処分場の建設及び運営に関し，周辺地域の住民の安全の確保

及び生活環境の保全のため必要があると認めた場合は，甲に対し，必要な報告を求

め，又は丙の職員をして管理型処分場に立ち入ることができるものとする。 

２ 甲は，前項の規定による報告，立入りに協力するものとする。 

 

（措置の要請） 

第１３条 丙は，前条第１項の規定に基づく立入りの結果，周辺地域の住民の安全の

確保及び生活環境の保全のため必要があると認めた場合には，甲に対して直接又は

乙を通じて，適切な措置を講じることを要請することができるものとする。 

 

 （情報公開及び情報提供） 

第１４条 甲は，管理型処分場の建設及び運営について，積極的に情報公開を行うも

のとする。 

２ 甲は，管理型処分場の建設に当たり，作業計画や進捗状況を乙及び丙に報告する

ものとする。 

３ 甲が実施する周辺環境保全対策におけるモニタリング結果等において，周辺地域

の住民の安全の確保及び生活環境の保全に影響があるおそれのある事象が判明した

場合は，速やかに乙及び丙に報告するものとする。 

 

 



（苦情処理） 

第１５条 甲は，周辺地域の住民から管理型処分場の建設及び運営に関して苦情を受

けたときは，誠意を持って迅速に処理するものとする。 

 

（被害の補償） 

第１６条 甲は，管理型処分場の建設及び運営に起因して周辺地域の住民に被害を与

えた場合は，乙の支援を得て，誠意を持ってその損害を賠償するものとする。 

 

（施設の変更） 

第１７条 甲は，管理型処分場の施設の改良又は変更（廃棄物処理法第１５条の２の

５第１項ただし書きに定める軽微な変更を除く。）を行う場合は，乙及び丙と協議す

るものとする。 

 

（安全監視委員会への参加） 

第１８条 丙は，管理型処分場の建設及び運営に当たり，周辺地域の住民の安全の確

保及び生活環境の保全を図るため，甲，乙及び関係自治会の協議により設置される

安全監視委員会に加わるものとする。 

 

（その他） 

第１９条 甲は，管理型処分場の建設及び運営に関し，必要な規程等を定める場合は，

乙及び丙と協議するものとする。 

２ この協定に定めのない事項が生じたとき，又はこの協定に定める事項について疑

義が生じたとき若しくは協定を変更する必要が生じたときは，その都度，甲，乙及

び丙が協議して定めるものとする。 

 



 

 この協定の締結を証するため，本書３通を作成し，甲，乙及び丙それぞれが記名押

印の上，各自１通を保有するものとする。 

 

平成２４年１月１７日 

 

 

 

甲 財団法人鹿児島県環境整備公社 理  事  長 山田 裕章 

 

 

 

 

乙 鹿児島県                   鹿児島県知事 伊藤祐一郎 

 

 

 

 

丙 薩摩川内市                 薩摩川内市長 岩切 秀雄 



（第６条関係）（第３条関係）



（第７条，第９条関係）　　







（第６条関係）



（第６条関係）




